







































Analysis of the Determinant of the 





































た（趙 2003）。しかしながら 2003 年 11 月に公刊された第９回商業統計調査結果を分析し
てみると、1996 年に 76 万 5,225 店あった小売店舗数が 2001 年には 65 万 8,759 店へと 10
万 6,466 店も減少したのである。韓国でも、21 世紀を迎え小売店舗数減少の時代を迎えて 
 
図表１ 日本における小売店舗数および人口１万人当たり店舗密度の推移 
 1952 1960 1970 1979 1982 1885 1988 1991 1994 1997 2002 
店舗数（万） 108 129 147 167 172 163 162 159 150 142 130 




 1968 1971 1976 1979 1982 1986 1991 1996 2001 
店舗数（万） 26 32 39 42 54 64 72 77 66 
店舗密度 84 97 109 112 137 155 166 169 139 
出所）韓国商業統計表および推計人口より算出。 
                             
∗ 本論文は日本商業学会関東部会（2007 年 11 月 17 日、学習院大学）での発表原稿を修正・加筆したも
のである。 





















































































































































 － 7 －
と小売構造は大きく変わってきている。主な変化としてまず第１に、規制強化の時代から
規制緩和の時代へと移行したことがあげられる。1974 年に施行され 78 年に運用強化され
た大規模小売店舗法は、87 年に営業時間などに関する規制が緩和されたのを皮切りに 90
年代に入ってからは日米構造協議を契機にして規制緩和の時代へと大きく揺れ動いた。そ
して 2000 年５月 31 日もって、同法の廃止となったのである（関根 2004）。 
第２に、図表４で示しているように、1991 年の 48 万店に達するまでほぼ一貫して増加










を及ぼす。戦後の日本の経済は、1956 年の「神武景気」、60 年前後の「岩戸景気」、60 年
代後半の「いざなぎ景気」に喩えられるように、1950 年代初頭から 1970 年代初頭の「ニ 
 
図表４ 日本の卸売業の全体動向および従業者規模別事業所数の構成比（％） 
  1970 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2002 
事業所数（万店） 26 37 43 41 44 48 43 39 38 
従業者数（万人） 286 367 409 400 433 477 458 416 400 
年間販売額（兆円） 88 275 399 428 446 573 514 480 413 
１～４人 44.2 46.6 48.5  48.0 47.1 47.3 45.0 45.2  45.7  
前年度対比増減率  －  － 21.2  -4.7 3.7 9.6 -14.1 -8.4  -2.1  
５～９人 28.1 28.5 27.9  27.9 27.9 27.8 28.0 27.8  27.8  
前年度対比増減率 － － 13.8  -3.8 5.7 8.6 -9.0 -9.3  -3.4  
10～49 人 24.5 22.3 21.3  21.8 22.6 22.4 24.2 24.1  23.9  
50 人以上 3.1 2.6 2.3  2.3 2.5 2.5 2.8 2.8  2.7  
合計 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  100.0  
出所）日本商業統計表から算出。 
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人口当たり店舗密度   1.000
店舗規模  -0.968(**)  1.000
飲食料品店比率   0.189  -0.221   1.000
1人当たり所得  -0.496(**)  0.529(**) -0.584(**)  1.000
人口増減率  -0.789(**)  0.811(**) -0.319(*)   0.717(**)  1.000
人口当たり自動車数  -0.177   0.147  -0.360(*)   0.543(**)  0.267   1.000
単位当たり地価  -0.612(**)  0.640(**) -0.023   0.376(*)   0.643(**) -0.253   1.000
高齢者比率   0.888(**) -0.875(**)  0.262  -0.655(**) -0.860(**) -0.265  -0.673(**)  1.000
人口当たり国民健康保険給付額   0.445(**) -0.440(**)  0.585(**) -0.682(**) -0.547(**) -0.384(*)  -0.292   0.445(**)  1.000
大学進学率  -0.217   0.227  -0.603(**)  0.606(**)  0.446(**)  0.107   0.440(**) -0.439(**) -0.497(**)  1.000
注）**は１％水準で有意、*は５％水準で有意。  
 
図表 7-2 使用する変数と新データ 
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図表８ モデル式〔１〕RP=a1+b1L+b2FDR  
1982年の実証結果 2002年の実証結果
Ｌ － Ｌ － 説明変数 標準化係数 ｔ値 Ｐ値
Ｌ -0.974 -24.520 (0.000)
ＦＤＲ -0.026 -0.652 (0.518)
ＦＤＲ (－) ＦＤＲ (－)
ＲＰ ＲＰ




ＩＮＣ ＋ ＩＮＣ (－) 説明変数 標準化係数 ｔ値 Ｐ値
ＩＮＣ -0.125 -0.814 (-0.421)
ＰＰ (＋) ＰＰ ＋ ＰＰ 0.720 4.488 (0.000)
ＭＯ 0.085 0.630 (0.532)
ＬＡＮＤ 0.246 1.682 (0.101)
ＭＯ － ＭＯ (＋)





図表 10 モデル式〔３〕FDR=a3+b7OLD+b8UN+b9KP 
1982年の実証結果 2002年の実証結果
ＯＬＤ － ＯＬＤ (－) 説明変数 標準化係数 ｔ値 Ｐ値
ＯＬＤ -0.120 -0.904 (0.372)
ＵＮ － ＦＤＲ ＵＮ － ＦＤＲ ＵＮ -0.449 -3.283 (0.002)
ＫＰ 0.415 3.028 (0.004)
ＫＰ ＋ ＫＰ ＋ 自由度調整済みＲ2 ：0.443  
 
図表 11 モデル式〔４〕RP=a4+b10PP+b11MO+b12LAND+b13OLD+b14UN+b15KP 
1982年の実証結果 2002年の実証結果
ＰＰ － ＰＰ (－) 説明変数 標準化係数 ｔ値 Ｐ値
ＰＰ -0.065 -0.493 (0.625)
ＭＯ (＋) ＭＯ (＋) ＭＯ 0.125 1.431 (0.161)
ＬＡＮＤ -0.002 -0.015 (0.988)
ＬＡＮＤ (＋) ＬＡＮＤ (－) ＯＬＤ 0.904 6.664 (0.000)
ＵＮ 0.296 3.878 (0.000)
ＯＬＤ ＋ ＯＬＤ ＋ ＫＰ 0.202 2.412 (0.021))
ＵＮ (＋) ＵＮ ＋
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図表 12 モデル式〔５〕RP=a5+b16L+b17OLD+b18UN+b19KP 
1982年の実証結果 2002年の実証結果
Ｌ － Ｌ － 説明変数 標準化係数 ｔ値 Ｐ値
Ｌ -0.747 -8.976 (0.000)
ＯＬＤ ＋ ＯＬＤ 0.252 2.897 (0.006)
ＰＰ － ＲＰ ＲＰ ＵＮ 0.086 1.794 (0.081)
ＵＮ ＋ ＫＰ 0.047 1.042 (0.304)



















































日本の小売店舗数は 1982 年をピークにその後は減少傾向にあるが、売場面積は 85 年の
一時的減少を除き増加傾向にある。図表 14 に示したように、大型店の出店規制が本格的に








図表 14 １店当たり規模の拡大 
 1970 1972 1974 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2002 
従業者数（人） 3.35 3.44 3.43 3.46 3.56 3.70 3.89 4.23 4.36 4.92 5.18 6.13 
販売額（百万円） 15 19 26 35 44 55 62 71 88 96 104 104 
売場面積（㎡） 37 41 44 46 51 56 58 63 69 81 90 108 
出所）日本商業統計から算出。 
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図表 15-1 小売構造変数間の因果関係 
＋ － 小規模飲食料品店比率 ＋
小規模店比率
－




図表 15-2 使用する変数と測定 
  概念変数 説明変数 測定 
店舗密度 人口当たり店舗数（RP） 02 年店舗数／02 年人口 
規模構造 店舗規模（L） 02 年従業者数／02 年店舗数 
 小規模店比率（SS） 02 年従業者４人以下の店舗数／02 年店舗数 
小売構造
 
業種構造 小規模飲食料品店比率（SFDR） 02 年従業者４人以下の飲食料品店数／02 年飲食料品店数 
 
図表 15-3 実証結果 
実証結果1-1
－ 説明変数 標準化係数 ｔ値 Ｐ値
Ｌ -0.927 -16.541 (0.000)
実証結果1-2
－ Ｌ -0.928 -16.726 (0.000)
実証結果2-1
＋ 説明変数 標準化係数 ｔ値 Ｐ値
ＳＦＤＲ 0.858 11.189 (0.000)
実証結果2-2
＋ ＳＳ 0.873 11.95 (0.000)
実証結果3 説明変数 標準化係数 ｔ値 Ｐ値



















年に 646 あったショッピングセンターは 2004 年には 2,660 へと大幅に増加しており、平均
面積も 11,591 ㎡から 28,071 ㎡へと約 2.4 倍に拡大している。興味深いのは、ショッピン
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グセンターの立地別推移である。1980年に 184にとどまっていた郊外地域への出店は、2004
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店舗規模   1.000   0.573(**)   0.608(**)   0.510(**)   0.349(*)  -0.479(**)  -0.092   0.675(**)
１人当たり所得   0.573(**)   1.000   0.440(**)   0.151   0.471(**)  -0.138   0.132   0.463(**)
大型店の郊外化比率   0.608(**)   0.440(**)   1.000   0.145   0.289(*)  -0.546(**)  -0.471(**)   0.271
道路延長㎞   0.510(**)   0.151   0.145   1.000  -0.193  -0.173   0.117   0.492(**)
洋風化比率   0.349(*)   0.471(**)   0.289(*)  -0.193   1.000  -0.320(*)  -0.254   0.235
共働き世帯比率  -0.479(**)  -0.138   -.546(**)  -0.173  -0.320(*)   1.000   0.738(**)  -0.11
世帯当たり自家用車数  -0.092   0.132   -.471(**)   0.117  -0.254   0.738(**)   1.000   0.231
セルフサービス販売店比率   0.675(**)   0.463(**)   0.271   0.492(**)   0.235  -0.11   0.231   1.000
注）**は１％水準で有意、*は５％水準で有意。  
 
図表 16-2 使用する変数と測定（L=a1+b1INC+b2SUB+b3ROAD+b4PAN+b5TWO+b6MO） 
概念変数 説明変数 測度 
１人当たり所得 (INC) 02 年県民所得/02 年人口 
大型店の郊外化比率(SUB) 02 年郊外型集積内大型店/02 年全集積内大型店 
道路延長 (ROAD) 02 年実延長/02 年自家用車数 
洋風化比率 (PAN） 02 年パン小売業年販/02 年飲食料品小売業年販 
共働き世帯比率 (TWO） 00 年共働き世帯/00 年総世帯 
世帯当たり乗用車数 (MO) 02 年自家用車数/02 年総世帯 
店舗規模 
セルフサービス販売店比率 (SSS) 02 年セルフサービス販売店数/02 年店舗数 
 











































































































(6) 田村の他に、高度経済成長期以降、日本に多数の小売店舗が温存できた理由として、McCrae and O’
Brien（1986）は、百貨店法や大規模小売店舗法など政府による規制をあげている。また鳥居（1990）は、







(7) 通商産業省編（1995）によると、欧米先進国の店舗密度はアメリカ 6.0（1992 年）、イギリス 6.1（1990
年）、フランス 8.1（1990 年）、西ドイツ 6.9（1990 年）となっており依然として日本の 12.8（1991 年）
より低い。 
(8) 1982 年と 2002 年の商業統計調査を比較してみると、セルフサービス店は 82 年の 87,515 店から 02
年の 160,152 へ約２倍増加しており、１店当たり従業者数は 82 年 9.3 人から 02 年 16.6 人へ、１店当た
り売場面積は 82 年 248 ㎡から 02 年 408 ㎡へと大幅に拡大している。これに対して、小売業全体の１店





1982年 2002年 1982年 2002年 セルフサービス店数 87,515 160,510
１人当たり平均従業者数 9.3人 19.1人 3.7人 6.5人 売場面積（㎡） 21,670,300 72,313,439










Ｌ <-- ＰＰ 2.027 0.043
ＲＰ <-- ＯＬＤ 10.556 0.000
ＲＰ <-- Ｌ -5.448 0.000






同期間に 2.3 倍も増加している。 
注表３　小規模店と飲食料品小売業の変動
1982 2002 02年-82年
小売計 1,721,465 1,300,057 -421,408
小規模店（従業者１～４人） 1,448,747 887,035 -561,712
構成比（％） （84.2） （68.2）
大型店（50人以上） 6,394 14,914 8,520
構成比（％） （0.4） （1.2）
飲食料品小売業計 725,585 466,598 -258,987
構成比（％） （42.1） （35.9）
小規模店（従業者１～４人） 635,543 317,708 -317,835
注）商業統計表をもとに算出。





































回帰した場合は有意ではない結果になった（標準化係数 0.146、ｔ値 1.120、有意確率 0.270）。  
(14) 政府は２月６日の閣議で、大型店の郊外立地規制と中心市街地のにぎわい再生を図る「まちづくり
三法」のうち、都市計画法と中心市街地活性化法の改正案が決定され、改正中心市街地活性化法は 2006
年５月、改正都市計画法は 2007 年 11 月に施行となる。延べ床面積１万平方メートル超の郊外でのショッ



















鈴木安昭（1986a）「昭和六十年商業統計速報と店舗数の増減」『流通政策』第 25 号。 
鈴木安昭（1986b）「大幅に減少する店舗数」『消費と流通』38 号。 
鈴木安昭（2001）『日本の商業問題』有斐閣。 
住谷宏（1985）「小売生産性の規定因に関する実証研究」『千葉商大論叢』第 23 巻第３号。 
住谷宏（1987）「小売店舗数の規定要因に関する因果分析」『番場嘉一郎先生退職記念論文集』千葉商科
大学国府台学会。 















 － 25 －
エンス』Vol.1,No1･2. 
成生達彦（1994）『流通の経済理論』、名古屋大学出版会。 
日本ショッピングセンター協会編（2004）『ＳＣ白書 2004 年』。 






横森豊雄（1981）「西ドイツの小売商業の構造と変動」『専修商学論集』第 32 号。 
横森豊雄（1983）「西ドイツの小売商業と大型店規制」『専修経営研究年報』第８号。 
横森豊雄（1986a）「フォード効果について」『商学研究年報』（専修大学）第 11 号。 




Bucklin, L.P. (1972), Competition and Evolution in the Distributive Trades, Prentice-Hall, Inc. 
Ford, P. (1935), “Excessive Competition in the Retail Trades; Changes in the Numbers of Shops, 
1909-1931”, The Economic Journal, Vol.45, September, pp.501-508. 
Ford, P. (1936), “Decentralisation and Changes in the Numbers of Shops, 1901-1931”, The Economic 
Journal, Vol.46, June, pp.359-363. 
Flath, D. (1990), “Why Are There so Many Retail Stores in Japan?”, Japan and the World Economies, 
Vol.2, No.4, pp.365-386. 
Flath, D., Nariu, T. (1996), “Is Japan’s Retail Sector Truly Distinctive?,” Journal of Comparative 
Economics, Vol.23, pp.181-191. 
Hall, M., Knapp, J. (1955), “Numbers of Shops and Productivity in Retail Distribution in Great 
Britain, the United States and Canada”, The Economic Journal, Vol.65, March, pp.72-88. 
Jefferys, J.B. (1954), Retail Trading in Britain 1850-1950, Cambridge University Press. 
Fulop, C. (1964), Competition for Consumers, Andre Deutsch, London. 
 － 26 －
McCraw, T.K., O’Brien, P. (1986), “Production and Distribution: Competition Policy and Industry 
Structure”, in McCraw, T.K. ed., America versus Japan: Harvard Business School Press, 
pp.77-116. 
Takeuchi, H., Bucklin, L.P. (1977), “Productivity in Retailing: Retail Structure and Public 
Policy”, Journal of Retailing, Vol.53, No.1, Spring, pp.35-46, 94-95. 
 
＜データ＞ 
経済産業省経済産業政策局『商業統計表 第１巻産業編（総括編）』各年。 
経済産業省経済産業政策局『商業統計表 第２巻産業編（都道府県別表）』各年。 
経済産業省経済産業政策局『商業統計表 立地環境特性別統計編』各年。 
総務省統計局『社会生活統計指標』各年 
総務省統計局『推計人口』各年。 
総務省統計局『家計調査年報』各年。 
総務省統計局『家計調査報告』各年。 
内閣府『県民経済計算年報』各年。 
国土地理協会『住民基本台帳人口要覧』各年。 
国土交通省『道路統計年報』各年。 
国土交通省『陸運統計要覧』各年。 
国土交通省『都道府県地価調査』各年。 
厚生労働省保険局『国民健康保険事業年報』各年。 
文部科学省生涯学習政策局『学校基本調査』各年。 
 
 
 
※本研究は、平成 19 年度文部科学省「私立大学学術研究高度化推進事業（オープン・リサーチ・センター
整備事業）」研究プロジェクト「イノヴェーション・クラスター形成に向けた川崎都市政策への提言」（代
表者 平尾光司）による研究成果の一部である。 
